平成２６年度　第５回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年６月１２日（木）午後２時～３時
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　委　　員　　荒　濱　健太郎

【事務局職員】

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　給与課長　　吉　野　一　朗　　　

　　　　係　　長　　有　岡　博　己　　係　　長　　向　井　京　子　　　
　　　　係　　長　　河　村　　　淳　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


　　議案第１号　条例改正に対する本委員会の意見について

　　議案第２号　人事委員会規則及び人事委員会通知の一部改正について（警察職員の特殊勤務手当

　　　　　　　　関係）

　　議案第３号　人事委員会規則の一部改正について（管理職員等の範囲を定める規則関係）

　　報告第１号　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の公布について　　　　　　　　
	５　議事の公開・非公開


　　　公開とした。

	６　議　事


　１　議案第１号

　　　条例改正に対する本委員会の意見について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】
　県議会から意見聴取のあった条例案について、次のとおり回答しようとするもの。

①　条例案の名称

　　議案第10号　警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

②　条例案の概要

　（１）　条例の改正理由　

　　　　　警察職員が海上保安庁の船舶に乗り組んで、外国船舶の警戒を行う業務の特殊性等に鑑み、

　　　　水上警戒業務手当を新設する。

　（２）　条例案の概要

      ア　警察職員が海上保安庁の船舶に乗り組んで行う外国船舶の警戒の作業で人事委員会が定める

　　　  ものに従事したときは、作業に従事した日１日につき1,100円を支給する。

      イ　施行期日は、公布日とする。

③　条例案に対する人事委員会の判断（案）

　　水上警戒業務における環境、勤務状況は警察職員には通常想定されていないものであって、その危

　険性、困難性に鑑み、手当を新設しようとするものであり、異議はない。

　２　議案第２号

　　　人事委員会規則及び人事委員会通知の一部改正（警察職員の特殊勤務手当関係）について、事務

　　局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正に伴い、次のとおり関係規則及び通知の一部を改正しようとするもの。

①　規則等の名称

　　警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和29年鳥取県人事委員会規則第16号）

  　警察職員の特殊勤務手当の運用について（平成４年３月27日付発鳥人委第159号）

②　概要

（１）　規則

　　ア　条ズレに伴う引用部分の改正　

　　　　規則第７条第２項本文中の「条例第24条」を「条例第25条」に改正する。

　　イ　号ズレに伴う引用部分の改正        

　　　　規則第６条本文中の「条例第19条第１項第２号」を「条例第19条第１項第３号」に改　正す

　　　る。

　　　　※平成21年度に行った警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正によるもの。

（２）　運用通知

　　　　水上警戒業務の対象区域等を規定する。

③　施行期日

　　条例公布日とする。（条例公布予定日：平成26年７月８日）

　３　議案第３号　

　　　人事委員会規則の一部改正（管理職員等の範囲を定める規則関係）について、事務局が説明し、

　　原案のとおり決定した。

【説　明】

　次のとおり人事委員会規則を一部改正しようとするもの。

①　規則の名称

　　管理職員等の範囲を定める規則

②　概要

　（１）　知事の事務部局の東部福祉保健事務所、東部生活環境事務所、東部農林事務所、県土整備事

　　　　務所の管理職員等に新たに庶務又は庁舎管理に関する事務を行う課長補佐を加える。
　　　　　※昨年度当初の組織改正によるもの。
　（２）　米子工事検査事務所を、会計管理者地方機関とする。

　　　　　※今年度当初の組織改正によるもの。

③　施行期日

　　公布日とする。

　４　報告第１号　

　　　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の公布について、事務局が説明した。

【説　明】

[image: image1.emf]
【質　疑】

委　員

　　当県の場合、大きく変わるところはあるか。

事務局

　　最後の働きかけの防止の部分で、人事委員会が調査を行ったり、任命権者から報告をもらったりと

　いったことがあるので、その辺りの事務が出てくる。

委　員

　　それも若干受け身な感じがあるが。

事務局

　　任命権者が調査を行うこともできるが、その場合は人事委員会に通知を行う必要があるなど、人事

　委員会の関与を強くするような内容になっている。

委　員

　　その他はどうか。条文などの見た目が変わるのかもしれないが。

事務局

　　規定の整備がほとんどである。

事務局

　　都道府県単位ではできていることが多いが、市町村でできていないことが多いので法律で義務付け

　て、漏れなくやっていただくという形になっている。

　　人事評価制度も市町村ではやっていないところもあり、導入に時間がかかるかもしれないので、総

　務省では、導入のための説明会を全国でやっていくということを考えているようだ。

　　また、人事評価制度についても、人事委員会が勧告できるということが明確になる。

委　員　　

　　人事評価というと裁量的な部分が大きいわけだが、制度自体についても勧告の中で触れるべき部分

　も出てくるということか。

事務局

　　そういった可能性もある。

事務局

　　また説明会の資料等入手したら情報提供させていただく。

	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２６年７月３日（木）午前１０時から開催することとした。
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